
【資料３】
健康管理支援・医療扶助等に関する
福祉事務所アンケート結果



健康管理支援・医療扶助等に関する
アンケートの概要



アンケートの概要
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各自治体における健康管理支援・医療扶助等に関する取組の実態把握を目的とし、都道府県、指定都市、中核市及び福祉事務所

設置市町村を対象にアンケートを実施。
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3.3%

10.1% 75.0%

4.1%
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N=

615

自治体規模

ア. 都道府県 イ. 指定都市

ウ. 中核市 エ. 一般市(特別区含む)

オ. 町村

100.0%

100.0%

100.0%

62.9%

54.3%
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都道府県
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N= 615

回答自治体の属性



１．被保護者健康管理支援事業



被保護者の生活習慣の把握状況
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被保護者の生活習慣の把握状況について、全体では「訪問調査時に把握している」が最も多く、「課題があると思われるケース

のみ把握している」が続いた。

9.5%

83.3%

19.0%

52.4%

4.8%

4.8%

17.1%

45.1%

7.3%

45.1%

18.3%

11.0%

6.4%

61.4%

5.8%

30.8%

8.1%

11.8%

8.1%

60.7%

6.9%

34.2%

9.2%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.アンケート票により把握している

イ.訪問調査時に把握している

ウ.就労支援や家計改善支援の一環として

把握している

エ.課題があると思われるケースのみ把握している

オ.その他

カ.把握していない

被保護者の生活習慣（食習慣、運動習慣、喫煙・飲酒習慣など）を把握しているか（複数回答可）

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 484

総計 N= 608



被保護者を対象とした健康診査の実施状況
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被保護者を対象とした健康診査（健康増進法に基づく健康増進事業）の実施状況について、「40～64歳」は多くの自治体で対

象とされていた。一方、「40歳未満」が対象とされている自治体は少なかった。

※健康増進法に基づく健康診査は市町村が実施するものであるため市町村の回答のみとした。

0.0%

11.0%

93.9%

86.6%

86.6%

6.1%

5.4%

18.7%

81.9%

76.3%

64.9%

16.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.0～17歳

イ.18～39歳

ウ.40～64歳

エ.65～74歳

オ.75歳以上

カ.該当するものは無い

健康増進法に基づく健康増進事業としての健康診査を実施しているか（複数回答可）

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 481



被保護者に対する保健指導の実施状況
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被保護者に対する保健指導の実施状況について、全体では「健康増進事業部門が保健指導を実施している」が最も多く、「健康

増進事業としての健診結果を踏まえ、福祉事務所で保健指導を実施している」が続いた。一方、「被保護者に対して保健指導は

実施していない」との回答も一定数あった。

28.6%

35.7%

31.0%

14.3%

35.7%

39.0%

56.1%

26.8%

9.8%

12.2%

44.9%

32.5%

18.8%

3.9%

21.9%

43.0%

35.9%

20.8%

5.4%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.健康増進法に基づく健康増進事業実施部門が

被保護者に対しても保健指導を実施している

イ.健康増進法に基づく健康増進事業としての

健康診査の結果を踏まえ、福祉事務所で保健指導を実施している

ウ.福祉事務所において、健康診査以外の情報から

対象者を抽出し保健指導を実施している

エ.その他

オ.被保護者に対して保健指導は実施していない

被保護者に対する保健指導を実施しているか（複数回答可）

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 483

総計 N= 607



他部署のデータの利活用状況
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利活用している他部署所有のデータについて、「健康増進法に基づく健診の受診記録」が最も多かった。

0.0%

0.0%

2.4%

7.1%

40.5%

7.1%

0.0%

59.5%

2.4%

3.7%

3.7%

7.3%

74.4%

0.0%

3.7%

24.4%

1.2%

1.2%

0.4%

8.5%

55.5%

4.0%

2.7%

40.7%

1.3%

1.5%

1.0%

8.3%

57.0%

3.6%

2.6%

39.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.予防接種の接種記録（A類／B類）

イ.乳幼児健診の受診記録

ウ.学校健診の受診記録

エ.がん検診の受診記録

オ.健康増進法に基づく健診の受診記録

カ.一般介護予防事業の利用記録

キ.その他

ク.特に利活用しているデータはない

被保護者に対する支援を実施する上で、他部署の所有するデータを利活用しているか（複数回答可）

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 481

総計 N= 605



被保護者健康管理支援事業の課題
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被保護者健康管理支援事業の推進にあたっての障壁・課題について、福祉事務所の体制面（マンパワー不足・業務多忙、専門職

の確保が困難、知識・技術の不足）や、被保護者要因（制度理解・健康意識・動機付け、精神疾患等の支援困難ケースの多さ）

を挙げる自治体が多かった。特に、指定都市・中核市においては、被保護者要因を挙げる自治体が多かった。

37.2%

58.1%

32.6%

83.7%

62.8%

2.3%

2.3%

26.8%

61.0%

32.9%

82.9%

73.2%

1.2%

3.7%

27.3%

45.0%

20.5%

64.9%

50.8%

2.9%

1.4%

27.9%

48.1%

23.0%

68.6%

54.7%

2.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ク.実施内容が不明瞭（目標設定

／対象選定など）

ケ.効果測定・評価・データ分析

の実施手法・知識不足

コ.予算・財政上の制約

サ.制度理解・意識の低さ（健康

意識・動機付け等）

シ.精神疾患等の支援困難ケース

の多さ

ス.特に課題はない

セ.その他

86.0%

72.1%

55.8%

18.6%

48.8%

55.8%

32.6%

67.1%

53.7%

57.3%

18.3%

35.4%

35.4%

15.9%

65.9%

49.8%

45.7%

16.7%

31.6%

25.0%

16.3%

67.5%

51.9%

47.9%

17.1%

33.3%

28.6%

17.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.マンパワー不足・業務多忙

イ.専門職の確保が困難

ウ.知識・技術の不足

エ.庁内部局との連携

オ.医療機関（病院、診療所、薬

局等）との連携

カ.データ共有の課題（システム

上の課題含む）

キ.個人情報・本人同意等の課題

事
業
運
営
・
制
度
・
評
価

被
保
護
者
要
因

そ
の
他

マ
ン
パ
ワ
ー
関
係

関
係
者
・
機
関
連
携
、
情
報
共
有

被保護者健康管理支援事業の推進にあたり障壁になっていることや課題（複数回答可）



２．医薬品の適正使用・適正受診等



【総論】効果が低いと考える取組
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医薬品の適正使用・適正受診等に向けた取組のうち「得られる効果が低い」と考えられるものについて、「頻回転院への取組」

が最も多く（1位に挙げた自治体が24.3%、2位が21.3%）、「後発医薬品の使用促進の取組」、「頻回受診者への取組」、「長

期入院者の地域移行に向けた取組」が続いた。

17.6%

12.0%

7.1%

2.3%

20.9%

14.5%

24.3%

1.3%

13.2%

14.7%

9.7%

6.3%

15.5%

18.2%

21.3%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.頻回受診者への取組

イ.多剤投与者への取組

ウ.向精神薬の重複投薬者への取組

エ.向精神薬以外の重複投薬者への取組

オ.後発医薬品の使用促進の取組

カ.長期入院者の地域移行に向けた取組

キ.頻回転院への取組

ク.その他

医療扶助の適正実施に向けた取組について、得られる効果が低いと考えられるもの

1位 N= 608 2位 N= 606



【総論】効果が低いと考える理由

「頻回受診者への取組」「向精神薬の重複投薬者への取組」「後発医薬品の使用促進の取組」「頻回転院への取組」では、「既

に取組が進んでいる」ことを理由とする自治体が多かった。このほか、「多剤投与者への取組」（抽出基準が不適切）、「長期

入院者の地域移行に向けた取組」（指導の困難さ）など、取組ごとに特徴的な「理由」も見られた。

69.2%

19.2%

65.1%

35.7%

64.6%

17.0%

56.1%

12.5%

8.4%

9.6%

14.0%

7.1%

17.3%

14.8%

10.1%

0.0%

2.8%26.0%

2.3%
7.1%

0.0%

2.3%

2.0%

0.0%

2.8%9.6%

4.7%14.3%

7.1%
11.4%

4.1%

0.0%

5.6%

17.8%

4.7%

7.1%

6.3%

8.0%

12.8%

75.0%

1. 既に取組が進んでおり、指導対象者自体が少ない

2. 既に取組が進んでおり、改善が期待できる指導対象者が少ない

3. 指導対象者の抽出基準が適切ではない

4. 指導対象者への指導が困難である

5. 医療機関側の協力が得られない

6. その他

69.8%

19.2%

65.1%

35.7%

64.6%

17.0%

56.1%

14.3%

8.5%

9.6%

14.0%

7.1%

17.3%

14.8%

10.1%

0.0%

2.8%

26.0%

2.3%

7.1%

0.0%

2.3%

2.0%

0.0%

10.4%

17.8%

9.3%

28.6%

4.7%

46.6%

14.9%

0.0%

2.8%

9.6%

4.7%

14.3%

7.1%

11.4%

4.1%

0.0%

5.7%

17.8%

4.7%

7.1%

6.3%

8.0%

12.8%

85.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.頻回受診者への取組 106

イ.多剤投与者への取組 73

ウ.向精神薬の重複投薬者への取組 43

エ.向精神薬以外の重複投薬者への取組 14

オ.後発医薬品の使用促進の取組 127

カ.長期入院者の地域移行に向けた取組 88

キ.頻回転院への取組 148

ク.その他 7

得られる効果が低いと考えられるもの1位の理由

11



【多剤投与】指導実施時の優先順位付けの基準
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優先順位付けの基準について、「設定していない」とする自治体が多数を占めた。一方、複数の医療機関に通院していることや、

有害事象の起きやすい薬剤が処方されていることを基準として設定している自治体も一定数みられた。

23.3%

7.0%

7.0%

7.0%

67.4%

34.1%

14.6%

11.0%

15.9%

48.8%

21.4%

5.8%

2.9%

3.9%

72.4%

23.3%

7.0%

4.3%

5.7%

68.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.複数の医療機関に通院していることも

指導に当たっての優先順位付けの基準としている

イ.有害事象の起きやすい薬剤が処方されていることも

指導に当たっての優先順位付けの基準としている

ウ.特定の薬剤に着目した、

指導にあたっての優先順位付けの基準を設定している

（例：同一月内に外用薬のみで10種類以上の処方を受けている）

エ.その他

オ.薬剤数以外の指導に当たっての

優先順位付けの基準は設定していない

多剤投与者の指導を実施する際の優先順位付けとして薬剤数以外の基準を設定しているか（複数回答可）

都道府県 N= 43

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 485

総計 N= 610



【多剤投与】指導対象者の拡大に係る課題
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多剤投与の指導対象者を拡大する際に想定される課題について、全体では「レセプト管理システムでの抽出が困難」が最も多く、

指定都市・中核市では「把握対象者抽出後の対象者情報の整理が困難」が最も多かった。

0.0%

26.3%

13.2%

21.1%

13.2%

10.5%

10.5%

5.3%

2.7%

26.7%

29.3%

16.0%

8.0%

12.0%

2.7%

2.7%

3.3%

32.5%

20.4%

9.1%

11.5%

12.2%

7.1%

4.0%

3.0%

31.3%

21.1%

10.8%

11.2%

12.0%

6.7%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.医療費適正化計画等、庁内他部局と

定義上の整合性が取れない

イ.レセプト管理システムで抽出が困難（機能が無い、

機能の使い方が不明等）

ウ.把握対象者抽出後の対象者情報の整理が困難

エ.嘱託医等によるスクリーニング作業が困難

オ.主治医訪問による相談（処方意図や意見の聴取等）が困難

カ.指導対象者に対する個別指導が困難

キ.服薬指導において医療機関や薬局の協力を得ることが困難

ク.その他

指導対象者を15種類未満に拡充する場合、ボトルネックと考えられる要因

都道府県 N= 38

指定都市・中核市 N= 75

一般市(特別区含む)・町村 N= 452

総計 N= 565



【重複・多剤投与】指導対象者（候補者）の抽出方法
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全体的に、福祉事務所の「レセプト管理システム」の抽出機能を活用している自治体が最も多かった。指定都市・中核市では、

「外部機関への委託」との回答も比較的多かった。

11.9%

14.6%

19.2%

18.1%

9.5%

32.9%

14.8%

16.9%

76.2%

46.3%

63.3%

61.9%

2.4%

6.1%

2.7%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 485

総計 N= 609

重複・多剤投与者を抽出する際の手法

ア.レセプトや薬歴等をもとに対象者を手動で抽出している イ.外部機関にデータ分析・抽出業務を委託している

ウ.レセプト管理システムの抽出機能を活用している エ.その他の抽出手法



【重複・多剤投与】指導対象者の抽出プロセスにおける工夫
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指導対象者の抽出プロセスを効率化する工夫について、「特に取り組んでいるものはない」との回答が過半数であった。実施さ

れている工夫の中では、「レセプト分析における自治体独自の抽出条件の設定」が多かった。

14.3%

7.1%

4.8%

14.3%

16.7%

0.0%

9.5%

59.5%

40.2%

22.0%

7.3%

18.3%

12.2%

3.7%

3.7%

30.5%

19.0%

7.8%

1.0%

7.0%

16.1%

4.9%

1.0%

57.7%

21.5%

9.7%

2.1%

9.0%

15.6%

4.4%

2.0%

54.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.レセプト分析における自治体独自の抽出条件の設定

イ.指導対象者の確定（優先順位付け）までのマニュアルの設定

ウ.随時協議ではなく、福祉事務所と嘱託医・薬剤師等との

定期的な会議体の設定

エ.嘱託医等の判断に必要な情報の記載様式を定型化

オ.ケースワーカーや嘱託医等、現場職員からの報告を

基点に抽出している

カ.管内の医療機関や薬局からの情報提供をきっかけに抽出している

キ.その他の効率化に向けた取組

ク.効率化に向けて特に取り組んでいるものはない

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 485

総計 N= 609

重複・多剤投与の指導対象者の抽出プロセスを効率化する工夫（複数回答可）



【重複・多剤投与】指導の内容
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重複投薬者に対する指導と、多剤投与者に対する指導のいずれについても、「面談・訪問等の対面による指導」が全体で最も多

く、「お薬手帳の活用方法の助言」が続いた。一方、「通知の発送」や「医療機関・薬局への同行」は少数であった。

重複・多剤投与者に対する指導内容について、実施・検討しているもの（複数回答可）

7.1%

35.7%

88.1%

59.5%

4.8%

35.7%

64.3%

9.5%

15.9%

56.1%

74.4%

61.0%

7.3%

30.5%

64.6%

12.2%

7.2%

37.3%

73.9%

39.8%

4.3%

19.5%

42.4%

4.8%

8.4%

39.7%

75.0%

44.0%

4.8%

22.1%

47.0%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2.多剤投与者への指導

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 483

総計 N= 607

7.1%

38.1%

92.9%

54.8%

4.8%

35.7%

57.1%

14.3%

12.2%

59.8%

73.2%

58.5%

8.5%

32.9%

67.1%

11.0%

7.0%

38.2%

78.7%

39.9%

4.8%

19.6%

44.4%

5.2%

7.7%

41.1%

78.9%

43.4%

5.3%

22.5%

48.4%

6.6%

0%20%40%60%80%100%

1.重複投薬者への指導

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 484

総計 N= 608

通知の発送

電話・Webによる指導

面談・訪問等の対面による指導

医療機関・薬局への相談勧奨

医療機関・薬局への同行

薬の管理方法・服薬の工夫

に関する助言

お薬手帳の活用方法の助言

その他



【重複・多剤投与】指導の実施者

17

重複投薬者に対する指導と、多剤投与者に対する指導のいずれについても、「その他（自治体職員）」が全体で最も多く、「保

健師（自治体職員）」が続いた。

重複・多剤投与者に対する指導を行っている者（複数回答可）

保健師（自治体職員）

保健師（委託）

看護師・准看護師

（自治体職員）

看護師・准看護師

（委託）

薬剤師（自治体職員）

薬剤師（委託）

その他（自治体職員）

その他（委託）

38.1%

11.9%

14.3%

4.8%

7.1%

2.4%

64.3%

9.5%

30.9%

1.2%

14.8%

1.2%

6.2%

9.9%

49.4%

4.9%

41.3%

4.4%

10.3%

1.0%

0.2%

2.7%

43.2%

3.8%

39.7%

4.5%

11.2%

1.3%

1.5%

3.7%

45.5%

4.3%

0%20%40%60%80%100%

1.重複投薬者への指導

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 81

一般市(特別区含む)・町村 N= 477

総計 N= 600

35.7%

11.9%

14.3%

4.8%

7.1%

2.4%

64.3%

9.5%

32.1%

1.2%

14.8%

1.2%

6.2%

9.9%

46.9%

4.9%

41.3%

4.4%

10.5%

1.0%

0.2%

2.7%

42.8%

3.8%

39.7%

4.5%

11.3%

1.3%

1.5%

3.7%

44.8%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2.多剤投与者への指導

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 81

一般市(特別区含む)・町村 N= 477

総計 N= 600



【頻回受診】早期把握等の取組状況

18

指導対象者の早期把握の取組について、全体では「オンライン資格確認実績（ログ情報）活用」が最も多く、指定都市・中核市

では「受診状況の把握を多数回設定」が最も多かった。また、未改善者への取組について、「社会的居場所づくりや参加調整等

の取組」は最も少なかった。

57.1%

45.2%

26.2%

35.7%

2.4%

33.3%

50.0%

26.2%

22.0%

30.5%

19.5%

20.7%

2.4%

28.0%

24.4%

19.5%

42.3%

27.6%

12.4%

27.0%

2.5%

22.4%

24.1%

12.4%

40.6%

29.2%

14.4%

26.7%

2.5%

23.9%

25.9%

14.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.オンライン資格確認実績（ログ情報）活用による

頻回受診傾向の早期把握

イ.受診状況の把握を年４回より多く設定することによる

指導対象者の早期把握

ウ.その他、頻回受診者早期把握に向けた取組

エ.既存の支援機関（高齢者施策における

地域包括支援センター等）への紹介

オ.当事者同士の交流の場等、社会的居場所づくりや

参加調整等の取組

カ.専門職による個別的・集中的な取組の実施

キ.身体的症状緩和につながる日常生活の

改善指導

ク.その他、未改善者に向けた取組

頻回受診対策として実施・検討しているもの（複数回答可）

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 482

総計 N= 606

指
導
対
象
者
の
早
期
把
握

未
改
善
者
へ
の
取
組



【頻回受診】受診状況の把握回数

19

受診状況を把握するタイミングを年４回より多く設定している自治体では、「年５回～６回」との回答と「年11～12回」との

回答が、概ね半々であった。

46.7%

40.0%

47.5%

46.2%

0.0%

0.0%

0.8%

0.6%

0.0%

0.0%

0.8%

0.6%

53.3%

60.0%

50.8%

52.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 N= 15

指定都市・中核市 N= 25

一般市(特別区含む)・町村 N= 118

総計 N= 158

受診状況の把握を年４回より多く設定することによる指導対象者の早期把握

具体的な回数

年5回～年6回 年7回～年8回 年9回～年10回 年11回～年12回 年13回以上



【頻回受診】最終的に指導対象者としなかった理由

20

レセプト抽出により候補者となったものの、最終的に指導対象者としなかった理由について、「治療計画上、客観的に頻回な通

院が必要であると判断されたため」が最も多かった。

57.1%

0.0%

2.4%

11.9%

2.4%

11.9%

9.5%

33.3%

90.2%

4.9%

1.2%

4.9%

2.4%

9.8%

11.0%

4.9%

54.6%

3.5%

2.7%

4.5%

0.6%

10.5%

10.3%

29.1%

59.6%

3.4%

2.5%

5.1%

1.0%

10.5%

10.3%

26.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

頻回受診の基準に該当したものの指導対象者としなかった主な理由（２つまで回答可）

都道府県 N= 42

指定都市・中核市 N= 82

一般市(特別区含む)・町村 N= 485

総計 N= 609

ア.治療計画上、客観的に頻回な通院（人工透析、リハビリ、
皮膚疾患の処置など）が必要であると判断されたため

イ.指導対象者の選定に向け、主治医等との協議が実施できなかったため

ウ.指導対象者の選定に向け、嘱託医との協議が
実施できなかったため

エ.ケースワーカーの業務過多により指導対象者を
限定せざるを得なかったため

オ.他に社会資源がなく受診制限が社会的孤立を
深めてしまうと判断されたため

カ.精神疾患や孤独感など該当者の社会的・心理的な背景から
指導が逆効果になる可能性が懸念されたため

キ.その他

ク.月15日以上の頻回受診の基準に該当した
対象者はすべて指導対象者としている



【その他】他法によるレセプトの確認状況

21

重複・多剤投与や頻回受診対策における、他法によるレセプト（難病・自立支援医療など）の確認状況について、多くの自治体

で「実施していない」との回答であった。

20.7%

15.2%

16.4%

79.3%

84.8%

83.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア.重複投薬 N= 605

イ.多剤投与 N= 605

ウ.頻回受診 N= 605

重複・多剤投与および頻回受診対策として、
他法によるレセプト（難病・自立支援医療など）の確認を実施しているか

実施している 実施していない



３．都道府県による市町村支援
（令和７年度施行）



都道府県回答／データ分析支援ツールの活用状況

23

国が都道府県に配布した「データ分析支援ツール」について、「活用していない」との回答が最も多かった。また、管内の地域

比較等のデータ分析について、「未着手」との回答が最も多かった。

20.9% 7.5% 64.2% 4.5% 3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N= 67

ア.サマリーボードのみを主に活用している

イ.サマリーボード以外の機能（自ら指標や条件を選択して表示する機能等）も含めて活用している

ウ.活用していない

エ.データ分析支援ツールを知らない

オ.その他

6.4% 36.2% 57.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N= 47

ア.実施済 イ.対応中・検討中 ウ.未着手

データ分析支援ツールについて、どの程度活用しているか

R7年度中の管内の地域比較等のデータ分析の実施について、現在の取組状況



都道府県回答／市町村に対する技術的助言等の実施状況

24

市町村に対する技術的助言等については、「予定無し」との回答が最も多かった。

4.3%

10.6%

8.7%

4.3%

2.2% 2.2%

32.6%

19.6%

10.9%

10.9%

4.3%

58.7%

71.7%

84.8%

89.1%

85.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.令和６年度以前から実施 2.令和７年度に新規実施 3.令和８年度の新規実施に向けて検討中 4.検討中（時期未定） 5.予定無し

管内市町村へ医療扶助や被保護者健康管理支援事業に関する技術的助言等の支援を行っているか

ア.データ分析結果等に関する説明会の開催

(N=46)

イ.健管事業等に関する研修会の開催

(N=46)

ウ.都道府県が確保したアドバイザーの派遣

(N=46)

エ.関係団体と連携した専門職の確保支援

(N=46)

オ.その他

(N=47)



市町村回答／既に受けている支援、希望する支援

25

市町村に対する質問において、「既に受けている支援」と「希望する支援」について、いずれも「健康管理支援事業等に関する

研究会の開催」との回答が最も多かった。この他、「希望する支援」については、「都道府県が確保したアドバイザーの派遣」

や「関係団体と連携した専門職の確保支援」との回答も多かった。

29.0%

52.9%

4.6%

3.9%

28.2%

0%20%40%60%80%100%

N= 259

37.2%

50.7%

26.5%

27.4%

3.7%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N= 562

医療扶助や被保護者健康管理支援事業に関し、

既に都道府県から支援を受けている内容（複数回答可）

医療扶助や被保護者健康管理支援事業に関し、

都道府県からどのような支援を望むか（複数回答可）

ア.データ分析結果等に
関する説明会の開催

イ.健康管理支援事業等
に関する研修会の開催

ウ.都道府県が確保した
アドバイザーの派遣

エ.関係団体と連携した
専門職の確保支援

オ.その他

カ.特段支援は必要ない
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